
藤沢市公衆浴場燃料価格等高騰対策支援補助金交付要綱 

 

制定 令和５年７月４日 

改正 令和６年１月９日 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、原油価格・物価高騰の影響を受けている公衆浴場を営む者（以下、

「公衆浴場営業者」という。）に対し、公衆浴場の確保のための特別措置に関する法律（昭

和５６年法律第６８号）に基づき、予算の範囲内において補助金を交付することにより、

公衆浴場の健全な経営を助長し、市民の公衆衛生の確保を図るため、藤沢市補助金交付

規則（昭和３５年藤沢市規則第１１号）に定めるもののほか、必要な事項を定めるもの

とする。 

 

（補助金交付対象者） 

第２条 補助金の交付対象とする者は、公衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第２条

第１項の規定により営業許可を受けた市内の公衆浴場営業者であって、次の要件を備え

ているものとする。 

（１）入浴料金を物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第４条に規定する統制額の範

囲内で徴収して営業していること。 

（２）市税を滞納していないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、藤沢市暴力団排除条例（平成２３年藤沢市条例第１８号）

第２条第２号から第５号に該当する者は、交付の対象としない。 

 

（補助対象経費等） 

第３条 補助金の対象とする期間、経費及びその補助単価、補助対象額並びに補助率は、

別表のとおりとする。 

２ 前項の規定により算出した補助金の額に千円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。 

 

（交付の申請及び実績報告等） 



第４条 補助金の申請は、原則として四半期ごとに受け付けるものとし、補助金はその都

度交付する。 

２ 補助金の交付を受けようとする者は、前項に規定する申請と同時に実績報告を行うも

のとし、補助金交付申請書兼実績報告書（第１号様式）に、次に定める関係書類を添え

て、市長に提出するものとする。 

（１）補助金申請額計算表（別紙１） 

（２）補助申請額計算表に記載のある対象経費の使用量又は購入量が確認できる書類（領

収書、帳簿の写し等） 

（３）暴力団排除に関する誓約書及び同意書(第２号様式) 

（４）公衆浴場営業許可書等の写し 

３ 前項の規定による申請書兼実績報告書等の提出期限は、令和６年３月２５日とする。

ただし、市長がやむを得ないと認める場合には、同日後に提出することができる。 

 

（補助金交付の決定及び額の確定） 

第５条 市長は、前条第２項の規定により、補助金交付の申請があったときは、交付の可

否を審査し、補助金を交付すべきものと認めたときは、補助金の交付を決定し、補助金

額を確定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定し、補助金額を確定したときは、補助

金交付決定通知書兼額確定通知書（第３号様式）により、当該申請者に通知するものと

する。 

３ 市長は、第１項の審査の結果、補助金の交付をしないことと決定したときは、当該申

請者にその旨を通知するものとする。 

 

（補助金の交付時期） 

第６条 補助金の交付時期は、前条第２項の規定による補助金額確定通知後とする。 

２ 前項の規定により補助金の交付を受けようとする者は、請求書を市長に提出しなければ

ならない。 

 

（備付帳簿等） 

第７条 補助金の交付を受けたものは、必要な帳簿等を備え付け、事業終了後翌年度から



５年間保管整備しておかなければならない。 

 

（補助金の返還） 

第８条 市長は、補助金の交付を受けたものが、次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金交付の決定を取り消し、又はすでに交付した補助金の全部又は一部を返還させる

ことができる。 

（１）虚偽の申請又は虚偽の報告を行ったことが判明したとき。 

（２）第２条第２項の規定に該当することとなったとき。 

（３）前２号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認めたとき。 

 

（補則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定

める。 

 

 

附則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、令和５年７月４日から施行し、令和５年４月支払分から適用する。 

（失効） 

２ この要綱は、令和６年３月３１日に限り、その効力を失う。ただし、同日以前にこの

要綱に基づき既になされた交付申請に係る補助金の交付に関しては、なお従前の例によ

る。 

附則 

（施行期日等） 

１ この要綱は、令和６年１月９日から施行する。ただし、第３条第１項の規定による別

表の規定は、令和５年１０月支払分から適用する。 

 

 

 

 



別表（第３条関係） 

補助対象期間 補助対象経費及び補助単価 補助対象額 補助率 

令和５年４月

から９月まで

に支払を行っ

たもの 

燃料費及び電気代 

（１）重油：８円／Ｌ 

（２）灯油：６．３円／Ｌ 

（３）都市ガス：３８．２５円／㎥ 

（４）ＬＰガス：８６．７円／㎥ 

（５）電気：０．７１円／ｋｗｈ 

各使用量又は

購入量に補助

単価を乗じた

額  

補助対象額

の１/２以内 

令和５年１０

月から令和６

年３月までに

支払を行った

もの 

燃料費及び電気代 

（１）重油：１７．１円／Ｌ 

（２）灯油：１６．７円／Ｌ 

（３）都市ガス：３８．２５円／㎥ 

（４）ＬＰガス：９１．４円／㎥ 

（５）電気：０．７１円／ｋｗｈ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


